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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第１区分
【発行日】平成26年2月27日(2014.2.27)

【公開番号】特開2012-168128(P2012-168128A)
【公開日】平成24年9月6日(2012.9.6)
【年通号数】公開・登録公報2012-035
【出願番号】特願2011-31261(P2011-31261)
【国際特許分類】
   Ｇ０１Ｔ   1/20     (2006.01)
   Ａ６１Ｂ   6/00     (2006.01)
   Ｇ０１Ｎ  23/04     (2006.01)
   Ｃ０９Ｋ  11/00     (2006.01)
   Ｃ０９Ｋ  11/61     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０１Ｔ   1/20    　　　Ｌ
   Ａ６１Ｂ   6/00    ３００Ｑ
   Ｇ０１Ｔ   1/20    　　　Ｅ
   Ｇ０１Ｔ   1/20    　　　Ｇ
   Ｇ０１Ｎ  23/04    　　　　
   Ａ６１Ｂ   6/00    ３３０Ｚ
   Ｃ０９Ｋ  11/00    　　　Ｅ
   Ｃ０９Ｋ  11/61    ＣＰＦ　

【手続補正書】
【提出日】平成26年1月14日(2014.1.14)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　２次元に配列された複数の光電変換素子を含むセンサーアレイを有するセンサーパネル
と、
　前記センサーパネルの上に配置されたシンチレータ層と、
　前記シンチレータ層の第１側面を露出させながら前記シンチレータ層を覆うシンチレー
タ保護部材と、
　前記シンチレータ層及び前記センサーパネルを取り囲む筐体と、を備え、
　前記筐体は、前記センサーパネルの側面のうち前記第１側面と隣接する側面と前記第１
側面とが樹脂を介して接続された封止部を含む、
　ことを特徴とする放射線検出装置。
【請求項２】
　前記シンチレータ保護部材は、前記シンチレータ層の前記センサーパネル側の第１表面
の反対側の第２表面と、前記シンチレータ層の前記第１側面以外の側面と、を覆うことを
特徴とする請求項１に記載の放射線検出装置。
【請求項３】
　前記シンチレータ保護部材は、前記シンチレータ層の前記第２表面を支持する基台と、
前記第２表面と前記第１側面と異なる側面とを覆う保護層と、を含むことを特徴とする請
求項１又は２に記載の放射線検出装置。
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【請求項４】
　前記第１側面、および、前記隣接する側面に隣接する前記シンチレータ保護部材の前記
シンチレータ層側の面と反対の面及び前記センサーパネルの相対する２つの面のうち、シ
ンチレータ層と反対の面の外周部周辺が、前記封止部に対して前記樹脂を介して接続され
ていることを特徴とする請求項１から３のいずれか１項に記載の放射線検出装置。
【請求項５】
　前記封止部を前記センサーパネルに接続した際の前記センサーアレイの前記封止部側の
端部から前記封止部側の前記筐体の外側の側面までの距離が５ｍｍ以下であることを特徴
とする請求項１から４のいずれか１項に記載の放射線検出装置。
【請求項６】
　前記封止部を前記センサーパネルに接続した際の前記センサーアレイの前記封止部側の
端部から前記封止部側の前記筐体の外側の側面までの距離が２ｍｍ以下であることを特徴
とする請求項１から４のいずれか１項に記載の放射線検出装置。
【請求項７】
　前記シンチレータ層が柱状結晶構造を有し、前記柱状結晶構造がＣｓＩ　Ｔｌ、ＣｓＩ
　Ｎａ、ＣｓＢｒ　Ｔｌ、ＮａＩ　Ｔｌ、ＬｉＩ　Ｅｕ、ＫＩ　Ｔｌの少なくともいずれ
か１組を成分として含むことを特徴とする請求項１から６のいずれか１項に記載の放射線
検出装置。
【請求項８】
　被検物に放射線を照射する放射線源と、
　前記被検物を透過した放射線を検出する請求項１から７のいずれか１項に記載の放射線
検出装置と、
　前記放射線検出装置によって検出された信号を画像処理する信号処理手段と、
　前記信号処理手段によって画像処理された信号を表示する表示手段と、を具備する放射
線検出システム。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００７】
【図１】本発明の実施形態の放射線検出装置を示す平面図である。
【図２】本発明の実施形態の放射線検出装置を示す断面図である。
【図３】本発明の実施形態の放射線検出装置を示す平面図である。
【図４】本発明の実施形態の放射線検出装置を示す断面図である。
【図５】本発明の実施形態の放射線検出装置を示す断面図である。
【図６】本発明の実施形態の放射線撮影システムの構成を示す概念図である。
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